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◆　自己資本比率の状況

当会では、多様化するリスクに対応するととも

に、会員や利用者のニーズに応えるため、財務基

盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいま

す。

内部留保の増加に努めるとともに、不良債権処

理および業務の効率化等に取り組んだ結果、令和

4年3月末における自己資本比率は17.76％とな

りました。

この比率は、国内金融機関が遵守すべき最低基

準である4％を大幅に上回っており、健全性を維

持する水準を確保しています。

◆　経営の健全性の確保と自己資本の充実

当会の自己資本は会員からの普通出資金のほ

か、後配出資金、永久劣後特約付借入金により調

達しています。

普通出資金

項　　　目 内　　　容
発行主体 愛知県信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 普通出資金
コア資本に係る基礎項目
に算入した額 544億円（前年度544億円）

後配出資金
項　　　目 内　　　容

発行主体 愛知県信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 後配出資金
コア資本に係る基礎項目
に算入した額 1,880億円（前年度1,770億円）

永久劣後特約付借入金
項　　　目 内　　　容

発行主体 愛知県信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 永久劣後特約付借入金
コア資本に係る基礎項目
に算入した額 220億円（前年度330億円）

一定の事由が生じた場合に
償還等を可能とする特約 あり（※）

※　劣後事由（破産の場合、民事再生の場合、日本法以外による倒産手
続の場合）が発生・継続している場合を除き、監督当局の事前承認が
得られた場合には、前営業日までに事前通知することにより、利息支
払日に償還可能

1  自己資本の状況 �

当会は、規制対応および事業継続を確保する目

的から、法令で定められた要件に基づき規制上の

自己資本比率を算出し、規制資本を把握、管理す

ることにより自己資本充実度の評価を行っていま

す。

具体的には、「規制資本管理規程」、「自己資本

比率算出規程」および「自己資本比率算出事務手

続」を制定し、信用リスク・アセット額について

は標準的手法および信用リスク削減手法、オペ

レーショナル・リスク相当額については基礎的手

法を採用して、自己資本比率を算出しています。

また、経営の健全性や安全性を維持するため

に、統合的リスク管理に取り組んでおり、市場関

連リスクおよび信用リスク等を計量化し、自己資

本額と対比することで、経営上許容できる範囲に

あるかどうかのモニタリングを実施しています。
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　（1）自己資本の構成
（単位：百万円、％）

項　　　　　　　　　　　目 令和2年度 令和3年度
コア資本に係る基礎項目　（1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 384,314 398,577
うち、出資金及び資本準備金の額 231,402 242,402
うち、再評価積立金の額 0 0
うち、利益剰余金の額 158,884 164,363
うち、外部流出予定額（△） 5,973 8,189
うち、上記以外に該当するものの額 － −

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 14,659 14,498
うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 14,659 14,498
うち、適格引当金コア資本算入額 － −

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額
に含まれる額 33,000 22,000

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資
本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれ
る額

－ −

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセン
トに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれ
る額

－ −

コア資本に係る基礎項目の額　（イ） 431,974 435,075
コア資本に係る調整項目　（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを
除く。）の額の合計額 366 307

うち、のれんに係るものの額 － −
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るも
の以外の額 366 307

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － −
適格引当金不足額 － −
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － −
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に
算入される額 － −

前払年金費用の額 － −

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － −

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － −

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － −
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（単位：百万円、％）

項　　　　　　　　　　　目 令和2年度 令和3年度
特定項目に係る十パーセント基準超過額 − −
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに
関連するものの額 − −

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資
産に関連するものの額 − −

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連す
るものの額 − −

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 − −
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに
関連するものの額 − −

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資
産に関連するものの額 − −

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連す
るものの額 − −

コア資本に係る調整項目の額　（ロ） 366 307
自己資本
自己資本の額（（イ）ー（ロ））　（ハ） 431,608 434,767
リスク・アセット等　　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 2,463,846 2,422,881
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額
の合計額 － −

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － −
うち、上記以外に該当するものの額 － −

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除
して得た額 29,682 23,850

信用リスク・アセット調整額 － −
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － −
リスク・アセット等の額の合計額　（ニ） 2,493,528 2,446,731
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）（ニ）） 17.30 17.76

注1�　農協法第 11条の 2第 1項第 1号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出しています。
　　　なお、当会は国内基準を採用しています�
　2�　当会は、信用リスク・アセット額の算出に当たっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペ

レーショナル・リスク相当額の算出に当たっては基礎的手法を採用しています。
　　�　基礎的手法とは、1年間の粗利益に 0.15 を乗じた額の直近 3年間の平均値によりオペレーショナル・リスク相当額を算出する方法です。
　　�　なお、1年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益およびその他経常収益を控除し、役務取引等費用、国債等債券売却損・償還損・

償却、経費、その他経常費用および金銭の信託運用見合費用を加算して算出しています。



資料編（自己資本の充実状況に関する事項）

101

　  I 自己資本の充実の状況（単体）

　（2）自己資本の充実度に関する事項
＜信用リスクに対する所要自己資本の額および区分ごとの内訳＞� （単位：百万円）

区　　分 令和2年度 令和3年度

信用リスク・アセット エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×4％

エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×4％

現 金 8,705 － － 11,022 − −
我が国の中央政府及び中央銀行向け 1,447,129 － － 1,389,602 − −
外国の中央政府及び中央銀行向け － － － − − −
国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － − − −
我が国の地方公共団体向け 177,860 － － 169,757 − −
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － − − −
国 際 開 発 銀 行 向 け － － － − − −
地方公共団体金融機構向け 2,795 279 11 2,797 279 11
我が国の政府関係機関向け 70,902 7,090 283 71,624 7,162 286
地 方 三 公 社 向 け 16,204 2,019 80 15,831 1,946 77
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 4,855,867 953,162 38,126 4,644,918 910,343 36,413
法 人 等 向 け 334,936 192,750 7,710 291,239 158,620 6,344
中小企業等向け及び個人向け 302 207 8 210 143 5
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 262 91 3 189 66 2
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 1,491 1,296 51 1,428 954 38
三 月 以 上 延 滞 等 15 0 0 222 0 0
取 立 未 済 手 形 46 9 0 37 7 0
信用保証協会等による保証付 164 16 0 167 16 0
株式会社地域経済活性化支援
機 構 等 に よ る 保 証 付 － － － − − −

出 資 等 3,448 3,448 137 3,494 3,494 139
（うち出資等のエクスポージャー） 3,448 3,448 137 3,494 3,494 139
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － − − −
上 記 以 外 405,573 1,001,999 40,079 404,506 1,000,508 40,020
（うち他の金融機関等の対象資本等調達
手段のうち対象普通出資等及びその他
外部TLAC関連調達手段に該当するもの
以外のものに係るエクスポージャー）

－ － － − − −

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 396,297 990,743 39,629 396,297 990,744 39,629

（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分に係るエクスポージャー） 1,338 3,345 133 1,064 2,661 106

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有している他の金
融機関等に係るその他外部TLAC関連
調達手段に関するエクスポージャー）

－ － － − − −

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有していない他の
金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段のうち、その他外部TLAC
関連調達手段に係る5％基準額を上回
る部分に係るエクスポージャー）

－ － － − − −

（うち上記以外のエクスポージャー） 7,937 7,910 316 7,143 7,102 284
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区　　分 令和2年度 令和3年度

信用リスク・アセット エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×4％

エクスポージャーの
期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×4％

証 券 化 26,564 5,302 212 30,765 6,152 246
（うちＳＴＣ要件適用分） － － － − − −
（うち非ＳＴＣ要件適用分） 26,564 5,302 212 30,765 6,152 246
再 証 券 化 － － － − − −
リスク・ウェイトのみなし計算
が適用されるエクスポージャー 1,391,515 295,985 11,839 1,612,952 333,183 13,327

（うちルックスルー方式） 1,391,515 295,985 11,839 1,612,952 333,183 13,327
（ う ちマンデート方式） － － － − − −
（うち蓋然性方式250%） － － － − − −
（うち蓋然性方式400%） － － － − − −
（うちフォールバック方式） － － － − − −
経過措置によりリスク・アセット
の額に算入されるものの額 － −

他の金融機関等の対象資本調達手段
に係るエクスポージャーに係る経過
措置によりリスク・アセットの額に
算入されなかったものの額（△）

－ −

標準的手法を適用するエクスポージャー別計 8,743,787 2,463,661 98,546 8,650,768 2,422,881 96,915
Ｃ ＶＡリ ス ク 相 当 額 ÷ ８ ％ 184 7 − −
中央清算機関関連エクスポージャー － － － − − −
合計（信用リスク・アセットの額） 8,743,787 2,463,846 98,553 8,650,768 2,422,881 96,915

オペレーショナル・リスクに対する
所要自己資本額〈基礎的手法〉

オペレーショナル・リスク相当
額を8%で除して得た額

a

所要自己
資本額
b＝a×4％

オペレーショナル・リスク相当
額を8%で除して得た額

a

所要自己
資本額
b＝a×4％

29,682 1,187 23,850 954

所 要 自 己 資 本 額
リスク・アセット等（分母）合計

a

所要自己
資本額
b＝a×4％

リスク・アセット等（分母）合計
a

所要自己
資本額
b＝a×4％

2,493,528 99,741 2,446,731 97,869
注1　「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
　2　「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む。）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
　3‌�　「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から 3月以上延滞している債務者にかかるエクスポージャーおよび「金融

機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが 150%になったエクスポージャーのことです。
　4　「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
　5‌�　「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある 2つ以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転

する性質を有する取引きのことです。
　6‌�　「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したものが

該当します。
　7‌�　「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デ

リバティブの免責額が含まれます。
　8　オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たり、当会では基礎的手法を採用しています。
　　＜オペレーショナル・リスク相当額を 8％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

　　（粗利益（正の値の場合に限る）× 15%）の直近 3年間の合計額　　

　　　　　　直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数　　　　　　
÷ 8％

（単位：百万円）
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◆　リスク管理の方針および手続の概要
　「信用リスク」とは、与信先の財務状況の悪化
等により、資産（オフバランス資産を含む。）の価
値が減少または消失し、損失を被るリスクのこと
です。
　当会では、以下の内容により信用リスクを把握
し、管理しています。

　※　信用リスクの把握
　�　信用リスクの把握については、与信先に対す
る資産自己査定、ポートフォリオの状況および
与信先の格付などにより行います。

　※　信用リスクの管理方法
　�　信用リスクの管理方法については、次のとお
りです。

　①　資産自己査定
　�　資産自己査定は、当会の保有する全ての資産
を個別に検討し、その回収の危険性または価値
の毀損の危険性の度合いに応じて資産を分類す
ることで回収不能・価値毀損の可能性を認識
し、適切な償却・引当を実施することにより財
務の健全性維持・確保を図ります。

　②　ポートフォリオ管理
　�　ポートフォリオの状況（特定の業種等に対す
る与信集中の状況など）を適切に管理・分析す
ることにより、リスク集中の有無を確認し、そ
の状況を資金運用リスク管理委員会に報告し、
改善等を講じます。

　③　与信限度額の設定
　�　貸出金のみならず信用リスクを有する資産
（市場取引にかかわる信用リスクを含む。）につ
いて統合的に管理し、特定の与信先への過度な
リスク集中を回避するために、信用格付等に応
じて与信限度額を設定し、その状況を資金運用
リスク管理委員会に報告しています。

　

　④　不良債権の管理
　�　定款に規定する不良債権は、管理・回収を担
当する部門が、取組方針を明確化するととも
に、その与信先の経営状況等を把握し、適切な
管理または整理・回収を行います。

　⑤　信用リスク情報の理事会等への報告
　�　資金運用リスク管理委員会が重要と認めた信
用リスク情報は、統合リスク・財務統括委員会
および理事会に報告し、理事会が経営判断に必
要と認めた信用リスク情報は、経営管理委員会
に報告します。
　�　また、ポートフォリオの状況、与信限度額を
設定した取引の実績については、定期的に理事
会に報告しています。

　※　当会における貸倒引当金の計上
　�　当会における貸倒引当金の計上は、「資産の
償却および引当要領」に基づき計上しています。

　①　一般貸倒引当金
　�　正常先、要注意先のうち要管理債権のある債
務者（以下「要管理先」という。）および要管理先
以外の要注意先の債権に対して、過去の実績率
に基づき算出した将来発生が見込まれる予想損
失額に相当する金額を計上しています。
　�　なお、上記により算出された引当額が将来の
貸倒リスクを反映した必要額に不足すると見込
まれる場合には、当該必要額を計上しています。

　②　個別貸倒引当金
　�　破綻懸念先の債権に対して、個別債務者ごと
に今後の一定期間における予想損失額を見積も
り、予想損失額に相当する金額を計上しています。
　�　実質破綻先および破綻先の債権に対して、損
失が見込まれるⅢ分類の金額および回収が不可
能なⅣ分類の金額について全額を計上しています。

2  信用リスクに関する事項 �



資料編（自己資本の充実状況に関する事項）

104

　  I 自己資本の充実の状況（単体）

①�　リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格付のみ使用し、非
依頼格付は使用しないこととしています。

適格格付機関
株式会社格付投資情報センター（R＆I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S&Pグローバル・レーティング（S&P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

②�　リスク・ウェイトの判定に当たり使用するエクスポージャーごとの適格格付機関の格付またはカント
リー・リスク・スコアは次のとおりです。

エクスポージャー 適格格付機関 カントリー・リスク・スコア
中央政府および中央銀行 日本貿易保険
国際開発銀行向けエクスポージャー R&I, JCR, Moody's, S&P, Fitch
金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険
法人等向けエクスポージャー（長期） R&I, JCR, Moody's, S&P, Fitch
法人等向けエクスポージャー（短期） R&I, JCR, Moody's, S&P, Fitch

◆　標準的手法に関する事項

　当会では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出して

います。

　また、信用リスク・アセットの算出におけるリスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付等は次のと

おりです。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

　（1）信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）および三月以上延滞エクスポージャーの期末残高
	 � （単位：百万円）

区　　分

令和2年度 令和3年度
信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上

延滞
エクスポー
ジャー

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高 三月以上
延滞

エクスポー
ジャー

うち
貸出金等 うち債券 うち店頭

デリバティブ
うち
貸出金等 うち債券 うち店頭

デリバティブ

国 内 7,292,175 562,407 1,713,076 561 15 6,978,520 549,702 1,638,949 − 222
国 外 33,531 － 33,531 － － 28,530 − 28,530 − −

地 域 別 残 高 計 7,325,706 562,407 1,746,608 561 15 7,007,050 549,702 1,667,479 − 222

法
人

農業 2,556 2,556 － － － 2,537 2,537 − − 4
林業 － － － － － − − − − −
水産業 － － － － － − − − − −
製造業 53,676 47,707 3,400 － － 42,810 37,591 2,600 − 97
鉱業 － － － － － − − − − −
建設・不動産業 55,664 43,155 12,297 － － 49,165 38,225 10,730 − −
電気・ガス・�
熱供給・水道業 24,676 14,140 10,536 － － 21,360 11,628 9,731 − −

運輸・通信業 25,816 11,647 13,905 － － 23,684 9,515 13,909 − −
金融・保険業 5,315,560 218,030 103,628 561 － 5,101,512 245,548 92,461 − −
卸売・小売・飲食・�
サービス業 198,535 198,378 － － 7 182,330 182,172 − − 112

日本国政府・�
地方公共団体 1,624,990 18,692 1,602,838 － － 1,559,359 16,225 1,538,046 − −

上記以外 3,502 3,501 － － － 2,563 2,563 − − −
個　人 2,412 2,412 － － 7 2,175 2,175 − − 7
その他 18,315 2,185 － － － 19,549 1,520 − − −

業 種 別 残 高 計 7,325,706 562,407 1,746,608 561 15 7,007,050 549,702 1,667,479 − 222
1年以下 4,927,582 131,238 112,280 32 4,770,300 115,240 199,182 −
1年超3年以下 769,062 130,575 638,356 130 735,751 126,627 609,124 −
3年超5年以下 292,367 91,206 200,955 205 142,398 86,112 56,285 −
5年超7年以下 69,622 42,405 27,022 193 50,754 43,344 7,409 −
7年超10年以下 70,772 18,530 52,241 － 175,086 15,365 159,720 −
10年超 819,162 103,411 715,750 － 734,102 98,345 635,756 −
期限の定めのないもの 377,137 45,039 － － 398,657 64,666 − −
残存期間別残高計 7,325,706 562,407 1,746,608 561 7,007,050 549,702 1,667,479 −
注1�　信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

に該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く。）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額を含みます。
　2�　「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。
　　�　なお、コミットメントとは、契約した期間・融資枠の範囲内で、お客さまのご請求に基づき、金融機関が融資を実行することを約束する契約にお

ける融資可能残額のことです。
　3�　「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
　4�　「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から 3月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

　（2）貸倒引当金の期末残高および期中増減額
ア　貸倒引当金の期末残高および期中の増減額	 （単位：百万円）

区　　分
令和2年度 令和3年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高
目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 1,924 2,035 － 1,924 2,035 2,035 1,873 − 2,035 1,873
個別貸倒引当金 568 6,458 3 564 6,458 6,458 3,788 7 6,450 3,788

イ　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額および貸出金償却の額	�  （単位：百万円）

区　　分

令和2年度 令和3年度
個別貸倒引当金

貸出金
償却

個別貸倒引当金
貸出金
償却期首

残高
期中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

国 内 568 6,458 3 564 6,458 6,458 3,788 7 6,450 3,788
国 外 － － － － － − − − − −

地 域 別 計 568 6,458 3 564 6,458 6,458 3,788 7 6,450 3,788

法
人

農業 44 293 － 44 293 － 293 262 − 293 262 −
林業 － － － － － － − − − − − −
水産業 － － － － － － − − − − − −
製造業 191 191 － 191 191 － 191 191 − 191 191 −
鉱業 － － － － － － − − − − − −
建設・不動産業 － 5,586 － － 5,586 － 5,586 2,662 − 5,586 2,662 −
電気・ガス・�
熱供給・水道業 － － － － － － − − − − − −

運輸・通信業 18 17 － 18 17 － 17 16 − 17 16 −
金融・保険業 4 － 3 1 － 3 − − − − − −
卸売・小売・飲食・�
サービス業 88 152 － 88 152 － 152 144 7 145 144 7

上記以外 － － － － － － − − − − − −
個　人 220 215 － 220 215 － 215 511 − 215 511 −

業 種 別 計 568 6,458 3 564 6,458 3 6,458 3,788 7 6,450 3,788 7
注�　一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

　（3）信用リスク削減効果勘案後の残高およびリスク・ウェイト1250%を適用する残高
	 （単位：百万円）

区　　分 令和2年度 令和3年度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

0％ － 1,732,718 1,732,718 − 1,673,831 1,673,831
2％ － － － − − −
4％ － － － − − −
10％ － 73,862 73,862 − 74,589 74,589
20％ 55,212 4,775,958 4,831,171 49,948 4,561,487 4,611,436
35％ － 261 261 − 188 188
50％ 177,914 15 177,929 170,956 222 171,178
75％ － 291 291 − 203 203
100％ 42,051 69,784 111,835 21,459 56,799 78,259
150％ － － － − 0 0
250％ － 397,635 397,635 − 397,362 397,362
その他 － － － − − −
1250％ － － － − − −
合　計 275,178 7,050,528 7,325,706 242,365 6,764,685 7,007,050

注1�　信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
に該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く。）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額を含みます。

　2‌�　「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウェ
イト判定において格付を使用していないものを記載しています。

　　　なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。
　3‌�　経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトによって集計しています。また、

経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。
　4‌�　1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な

出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト 1250％を適用したエクスポージャーがあります。

3  信用リスク削減手法に関する事項 �
◆　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概要

※信用リスク削減手法
　〜自己資本比率算出における取扱い〜

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算
出における信用リスク・アセット額の算出におい
て、エクスポージャーに対して一定の要件を満た
す担保や保証等が設定されている場合に、エクス
ポージャーのリスク・ウェイトに代え、担保や保
証人に対するリスク・ウェイトを適用するなど信
用リスク・アセット額を軽減する方法です。
　当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比
率算出規程」にて定めています。
　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担
保付取引」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」
を適用しています。
　適格金融資産担保付取引とは、エクスポー
ジャーの信用リスクの全部または一部が、取引相
手または取引相手のために第三者が提供する適格
金融資産担保によって削減されている取引をいい
ます。

　適格金融資産担保付取引については、信用リス
ク削減手法の簡便手法を用いています。
　保証については、被保証債権の債務者よりも低
いリスク・ウェイトが適用される中央政府等、我
が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我
が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共
部門、国際開発銀行および金融機関または第一種
金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付
を付与しているものを適格保証人とし、エクス
ポージャーのうち適格保証人に保証された被保証
部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに
代えて、保証人のリスク・ウェイトを適用してい
ます。
　貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相
手の債務超過、破産手続開始の決定その他これら
に類する事由にかかわらず、貸出金と自会貯金の
相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を
有していること、②同一の取引相手との間で相殺
契約下にある貸出金と自会貯金をいずれの時点に
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

＜信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額＞	 （単位：百万円）

区　　分
令和2年度 令和3年度

適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
地方公共団体金融機構向け － － － − − −
我が国の政府関係機関向け － － － − − −
地方三公社向け － 6,106 － − 6,100 −
金融機関及び第一種金融商
品取引業者向け 31,988 － － 44,200 − −

法人等向け － 520 － − 388 −
中小企業等向け及び個人向け － － － − − −
抵当権付住宅ローン － － － − − −
不動産取得等事業向け － － － − − −
三月以上延滞等 － － － − − −
証券化 － － － − − −
中央清算機関関連 － － － − − −
上記以外 6 － － 4 − −

合　計 31,994 6,626 － 44,204 6,488 −
注1�　「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む。）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
　2�　「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から 3月以上延滞している債務者にかかるエクスポージャーおよび「金融

機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
　3‌�　「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある 2つ以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転

する性質を有する取引のことです。
　4‌�　「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・

取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。
　5‌�　「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの買い手）と信用

リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクション
の買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が

他の証券・商品（原資産）の価格に依存して決定

される金融商品（先物、オプション、スワップ等）

にかかわる取引です。

当会では、派生商品取引を管理する方針は定め

ておらず、主に利用限度枠による管理を行ってい

ます。

4  派生商品取引および長期決済期間取引のリスクに関する事項 �
◆　派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針および手続の概要

また、「長期決済期間取引」とは、有価証券等

の受渡しまたは決済を行う取引であって、約定日

から受渡日（決済日）までの期間が５営業日また

は市場慣行による期間を超えることが約定され、

反対取引に先立って取引相手に対して有価証券等

の引渡しまたは資金の支払いを行う取引であり、

当会では、該当する取引は行っていません。

おいても特定することができること、③自会貯金
が継続されないリスクが、監視および管理されて
いること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、
監視および管理されていることの条件をすべて満
たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自会貯金
の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエク

スポージャー額としています。
　担保に関する評価および管理方法は、一定の
ルールのもと定期的に担保確認および評価の見直
しを行っています。なお、主要な担保の種類は自
会貯金です。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

　（1）派生商品取引および長期決済期間取引の内訳

区　　分 令和 2年度 令和 3年度
与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

令和 2 年度	 （単位：百万円）

区　　分 グロス再構築
コストの額

信用リスク削
減効果勘案前
の与信相当額

担保 信用リスク削
減効果勘案後
の与信相当額

現金・
自会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 － － － － － －
（2）金利関連取引 341 561 － － － 561
（3）金関連取引 － － － － － －
（4）株式関連取引 － － － － － －
（5）貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －
（6）その他コモディティ関連取引 － － － － － －
（7）クレジット・デリバティブ 3 53 － － － 53
派生商品合計 344 615 － － － 615
長期決済期間取引 － － － － － －
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果（▲） － －

合　　　計 344 615 － － － 615
令和 3 年度	 （単位：百万円）

区　　分 グロス再構築
コストの額

信用リスク削
減効果勘案前
の与信相当額

担保 信用リスク削
減効果勘案後
の与信相当額

現金・
自会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 − − − − − −
（2）金利関連取引 − − − − − −
（3）金関連取引 − − − − − −
（4）株式関連取引 − − − − − −
（5）貴金属（金を除く）関連取引 − − − − − −
（6）その他コモディティ関連取引 − − − − − −
（7）クレジット・デリバティブ − − − − − −
派生商品合計 − − − − − −
長期決済期間取引 − − − − − −
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果（▲） − −

合　　　計 − − − − − −
注1�　「カレント・エクスポージャー方式」とは、派生商品取引および長期決済期間取引の与信相当額を算出する方法の一つです。再構築コストと想定

元本に一定の掛目を乗じて得た額の合計で与信相当額を算出します。なお、「再構築コスト」とは、同一の取引を市場で再度構築するのに必要とな
るコスト（ただし、0を下回らない。）をいいます。

　2�　「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの買い手）と信用
リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクション
の買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

　3�　「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいい、オン・バランスの元本と区別して「想定元本」
と呼ばれています。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

◆　リスク管理の方針およびリスク特性の概要

「証券化エクスポージャー」とは、原資産にか

かる信用リスクを優先劣後構造のある2つ以上の

エクスポージャーに階層化し、その一部または全

部を第三者に移転する性質を有する取引にかかる

エクスポージャーのことです。「再証券化エクス

ポージャー」とは、原資産の一部または全部が証

券化エクスポージャーである取引にかかるエクス

ポージャーのことです。

なお、当会においては、再証券化エクスポー

ジャーを取得しないこととしています。

◆　体制の整備およびその運用状況の概要

①　事前審査の実施

証券化エクスポージャーの取得に当たっては、

事前審査を通じて商品構造、裏付資産および信用

補完の状況等や外部格付などの妥当性を確認して

います。

②　利用限度枠の設定・モニタリング

特定商品への過度なリスク集中を回避するた

5  証券化エクスポージャーに関する事項 �
め、証券化エクスポージャーの取扱総額の利用限

度枠を統合リスク・財務統括委員会で設定し、そ

の遵守状況を報告しています。

③　ポートフォリオの管理

証券化エクスポージャーの信用リスクおよび市

場リスク等のリスク集中の有無を確認し、その状

況を資金運用リスク管理委員会に報告しています。

④　裏付資産等のモニタリング

全投資案件について裏付資産等のモニタリング

を行い、その結果を資金運用リスク管理委員会へ

報告しています。

◆　信用リスク・アセットの額の算出方法の名称

証券化エクスポージャーにかかる信用リスク・

アセットの額の算出については、外部格付準拠方

式、標準的手法準拠方式を採用しており、いずれ

にも該当しない場合は1250％のリスク・ウェイ

トを適用しています。

　（2）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ
（単位：百万円）

区　　　分
令和2年度 令和3年度

プロテクション
の購入

プロテクション
の提供

プロテクション
の購入

プロテクション
の提供

想定元本額 − 1,000 − −
種類1 − 1,000 − −
種類2 − − − −
種類3 − − − −

注1�　「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの買い手）と信用
リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクション
の買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

　2�　「プロテクションの購入」とは、クレジット・デリバティブ取引において信用リスクをヘッジ（回避・低減）するための取引、「プロテクションの
提供」とは、保証を与える取引を指します。

　3�　「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいい、オン・バランスの元本と区別して「想定元本」
と呼ばれています。

　（3）信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ
該当する取引はありません。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

　（1）当会がオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項
　該当する取引はありません。

　（2）当会が投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項
ア　保有する証券化エクスポージャーの額	 （単位：百万円）

区　　　分
令和2年度 令和3年度

証券化
エクスポージャー

再証券化
エクスポージャー

証券化
エクスポージャー

再証券化
エクスポージャー

オン
バランス

クレジットカード与信 146 － − −
住宅ローン 9,560 － 11,901 −
自動車ローン 16,857 － 18,863 −
その他 － － − −

合　計 26,564 － 30,765 −

オフ
バランス

クレジットカード与信 － － − −
住宅ローン － － − −
自動車ローン － － − −
その他 － － − −

合　計 － － − −
注�　証券化エクスポージャーは、再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区分して記載して
います。

適格格付機関
株式会社格付投資情報センター（R＆I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S＆Pグローバル・レーティング（S＆P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

◆　内部評価方式の概要

当会は、内部格付手法を採用していないため、該当しません。 

◆�　証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称

証券化エクスポージャーのリスク・ウェイト判定に当たり使用する格付は、以下の適格格付機関による

所定の要件を満たした依頼格付のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

イ　リスク・ウェイト区分ごとの残高および所要自己資本の額
令和 2 年度	 （単位：百万円）

区　分
証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク・ウェイト区分 残高 所要自己
資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己

資本額

オン
バランス

0％〜15％未満 － － 0％〜100％未満 − −
15％〜50％未満 26,564 212 100％〜250％未満 − −
50％〜100％未満 － － 250％〜400％未満 − −
100％〜250％未満 － － 400％〜1250％未満 − −
250％〜400％未満 － － 1250% − −
400％〜1250％未満 － －

1250% － －
合　計 26,564 212 合　計 − −

オフ
バランス

0％〜15％未満 － － 0％〜100％未満 − −
15％〜50％未満 － － 100％〜250％未満 − −
50％〜100％未満 － － 250％〜400％未満 − −
100％〜250％未満 － － 400％〜1250％未満 − −
250％〜400％未満 － － 1250% − −
400％〜1250％未満 － －

1250% － －
合　計 － － 合　計 − −

令和 3 年度	 （単位：百万円）

区　分
証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク・ウェイト区分 残高 所要自己
資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己

資本額

オン
バランス

0％〜15％未満 − − 0％〜100％未満 − −
15％〜50％未満 30,765 246 100％〜250％未満 − −
50％〜100％未満 − − 250％〜400％未満 − −
100％〜250％未満 − − 400％〜1250％未満 − −
250％〜400％未満 − − 1250% − −
400％〜1250％未満 − −

1250% − −
合　計 30,765 246 合　計 − −

オフ
バランス

0％〜15％未満 − − 0％〜100％未満 − −
15％〜50％未満 − − 100％〜250％未満 − −
50％〜100％未満 − − 250％〜400％未満 − −
100％〜250％未満 − − 400％〜1250％未満 − −
250％〜400％未満 − − 1250% − −
400％〜1250％未満 − −

1250% − −
合　計 − − 合　計 − −

注�　証券化エクスポージャーは、再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区分して記載して
います。

ウ�　自己資本比率告示第224条並びに第224条の4第1項第1号および第2号の規定によりリスク・ウェイト
1250％を適用した証券化エクスポージャーの額
　該当する取引はありません。

エ　保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無
信用リスク削減手法の有無 無
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

◆　リスク管理の方針および手続の概要

　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過

程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であ

ること、または外的な事象により損失を被るリス

クのことです。

当会では、オペレーショナル・リスクの発生を

抑制することを目的に、以下の内容によりオペ

レーショナル・リスクを把握し、管理しています。

※　オペレーショナル・リスクの把握

オペレーショナル・リスクの把握については、

顕在化事象の報告、潜在的なリスクを特定・評価

するコントロール・セルフ・アセスメントなどに

より行っています。

※　オペレーショナル・リスクの管理方法

オペレーショナル・リスクの管理方法について

は、オペレーショナル・リスクを、事務リスク、

システムリスク、その他のオペレーショナル・リ

スク（法務リスク、人的リスクおよび有形資産リ

スク）に区分し、以下の内容により管理していま

す。

①　事務リスク管理

「事務リスク」とは、役職員が正確な事務を怠

る、あるいは事故・不正等を起こすことにより、

損失を被るリスクのことです。

当会では、事務リスクの発生を抑制するため、

部門・グループ・担当の分離・独立などによる相

互けん制機能の確保、規程・手続および権限の厳

正化、事務処理における正確性の確保などによ

り、適切な管理を行っています。

②　システムリスク管理

「システムリスク」とは、コンピュータシステ

ムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に

伴い損失を被るリスク、およびコンピュータが不

正に使用されることにより損失を被るリスクのこ

とです。

6  オペレーショナル・リスクに関する事項 �
当会では、「セキュリティポリシー」に定める

情報システムに関するリスクの発生を抑制するた

め、システム開発・運用管理、不正アクセス等の

セキュリティ対策、コンティンジェンシープラン

の確立などにより、適切な管理を行っています。

③　その他のオペレーショナル・リスク管理

事務リスク、システムリスク以外の法務リス

ク、人的リスク、有形資産リスクについては、各

種規程等に基づき適切な管理を行っています。

◆�　オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用

する手法

　当会では、自己資本比率算出におけるオペレー

ショナル・リスク相当額の算出に当たり、「基礎

的手法」を採用しています。

　基礎的手法とは、１年間の粗利益に0.15を乗

じた額の直近３年間の平均値によりオペレーショ

ナル・リスク相当額を算出する方法です。

　なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等

債券売却益・償還益およびその他経常収益を控除

し、役務取引等費用、国債等債券売却損・償還

損・償却、経費、その他経常費用および金銭の信

託運用見合費用を加算して算出します。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

◆　出資その他これに類するエクスポージャーの概要

「出資等その他これに類するエクスポージャー」とは、貸借対照表上の有価証券勘定および外部出資勘定

の株式または出資として計上されているものです。

当会では、出資その他これに類するエクスポージャーに関して、特定先または特定銘柄に集中しないよ

う管理しています。

7  出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項 �

　（1）出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額および時価
	 （単位：百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　分
令和2年度 令和3年度

貸借対照表
計上額 時価評価額 貸借対照表

計上額 時価評価額

上 場 20,043 20,043 19,476 19,476
非 上 場 312,977 312,977 312,977 312,977
合 計 333,020 333,020 332,453 332,453

注　「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。 

　（2）出資その他これに類するエクスポージャーの売却および償却に伴う損益
	 （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額
− − − 40 − −

　（3）貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）
	 （単位：百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和2年度 令和3年度

評価益 評価損 評価益 評価損

17,106 − 16,492 −

　（4）貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）
該当する評価損益はありません。
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

◆　リスク管理の方針および手続の概要

「金利リスク」とは、金利変動に伴い被るリス

クで、資産と負債の金利または期間のミスマッチ

が存在している中で金利が変動することにより、

利益の減少または損失を被るリスクのことです。

当会では、以下の内容により金利リスクを把握

し、管理しています。

※�　リスク管理および計測の対象とする金利リスク

の考え方および範囲に関する説明

当会では、銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲＢＢ）

を重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理

体制のもとで他の市場リスクと一体的に管理をし

ています。

※�　リスク管理およびリスクの削減の方針に関する

説明

当会は、資金運用リスク管理委員会のもと、自

己資本に対するＩＲＲＢＢの比率の管理やシミュ

レーション分析などの適切なリスク管理を行い、

リスクの抑制に努めています。

※　ヘッジ等の金利リスクの削減手法に関する説明

当会は、ヘッジ等の金利リスクの削減手法に該

当する取引きはございません。

※　金利リスク計測の頻度

毎月末を基準日として、月次でＩＲＲＢＢを計

測しています。

◆　金利リスクの算定手法の概要

当会では、経済価値ベースの金利リスク量（⊿

ＥＶＥ）については、金利感応ポジションにかか

る基準日時点のイールドカーブに基づき計算され

たネット現在価値と、標準的な金利ショックを与

9  金利リスクに関する事項 �
えたイールドカーブに基づき計算されたネット現

在価値の差により算出しており、金利ショックの

幅は、上方パラレルシフト、下方パラレルシフ

ト、スティープ化の3シナリオによる金利ショッ

ク（通貨ごとに異なるショック幅）を適用してお

ります。

※　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期

流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満

期は1.09年です。

※　流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期

流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満

期は5年です。

※�　流動性貯金への満期の割り当て方法（コア貯金

モデル等）およびその前提

流動性貯金への満期の割り当て方法について

は、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。

※�　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解

約に関する前提

固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解

約について考慮していません。

※　複数の通貨の集計方法およびその前提

通貨別に算出した金利リスクの正値を合算して

います。通貨間の相関等は考慮していません。

※�　スプレッドに関する前提（計算にあたって割引

金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか）

一定の前提を置いたスプレッドを考慮して

キャッシュ・フローを展開しています。なお、当

該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変

としています。

	 （単位：百万円）

区　　分 令和2年度 令和3年度
ルックスルー方式を適用するエクスポージャー 1,391,515 1,612,952
マンデート方式を適用するエクスポージャー − −
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー − −
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー − −
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー − −

8  リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 �
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　  I 自己資本の充実の状況（単体）

	 （単位：百万円）

ＩＲＲＢＢ 1：金利リスク

項番

イ ロ ハ ニ

⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ

当期末 前期末 当期末 前期末
1 上方パラレルシフト 230,791 237,604 16,131 16,234
2 下方パラレルシフト − − 1,043 150
3 スティープ化 214,230 214,394
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 230,791 237,604 16,131 16,234

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 434,767 431,608

※�　内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩ

に重大な影響を及ぼすその他の前提

内部モデルは使用していません。

※　前事業年度末の開示からの変動に関する説明

⊿ＥＶＥの前事業年度末からの変動要因は、債

券の残存期間の短期化によるものです。

※　計測値の解釈や重要性に関するその他の説明

該当ありません。


